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（＇）変化であり司資本主義の外しり変化である J I j可i
(:rJ資本主義は、 ノ7日二の二二－＞「）変化にtすr,占：す→るTj ; 
しい存在形態守三〉友占hなければな t，ぬ T担態にi阜いぺ
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〔注1〕 R.Hellmann, Amerika d向ifdem Euro-
pamarkt: Die US-Direktinvestition削 imgeme・
insamen ;1farkt (Baden Baden: Nomo日 Verlagsge-
sellschaft, 1966). （坂本家白て沢「ドル資本 ，｝）じ！玲lー－
EECの体験一一』，同文館，附和44年） ; J. J. Servan 
Schreiber, Le defi ame門・cain(Paris: Editions De-
noel, 1967). （林信太郎・ t＼＇ 崎英字j訳『アメリカの挑















（注 5) G. Schwarzenberger, "The Province and 
Standards of International Economic Law，＇’ Inter-
national Law Quarterly, Vol. 2, No. 3 (Autumn 
4 
1948）ほか。
（注 6) G. Erler, Grundp，吋 Zemedes interna-
tionalen W irtschaftsrechts (Giiltingen: 0. Sch war-
tz, 1956). 
(IJ. 7) M. Katz and K. Brewster, Jr., The Law 
of International Transactions: Cαses and Mate幽
, ials (Brooklyn Foundation Press, 1960). 
(It令 8) P. C. Jessup, Transnational Law (New 
I I品 en:Yale University Press, 1956). 
（注9) Harms，“W eltwirtschaft und W eltwirt“ 
schaftsrecht，＇’ in W l'rterbuch des V正lkerrechts,II. 
(iUO) 田中耕太郎『世界位、のJ'l',i(.J], 3巻 (fl'.秋
科，昭和29年〕， 362～363ベ一戸。
OU1) 金沢良雄「国際経済法に関する一考察（ 1, 
2）」（『法学協会雑品ふ 72巻3,4サ）， 1～39ベージ，







げん注目すべ2'n命てえな発表している。 D. F. Vagts, 
“The Multinational Enterprise ; A New Challenge 
for Transnational Law，＇’ Harvard Law Review, 



























































































































































在をL、＇） そう明確に示したのは 64年の UI¥;CTAD
であった。政治的独立は経済的自立ではないが，
占い形の l帝国主義」が通用しなくなったことは
士tすがし、ない l南j の独立l士、「東j の問題より
も｜根深い変存の過程であり， この変？存がゲ口ー
























なものであらコ i,. J とι， それ以外のものは社会
主義諸国によマ〉ても，アジア，アフリカ，ラテ J ・
アメ 1）力によ－）ても，必ずしむ排ギされてL、るわ











































































































の；fd泌を，コーヱン（ハーパード・ロー・スクーノ＂，{t;，経済tJ:%1慢助法 i，北l',: 2'1Jを 111心とする経iJ干
［伎界で Aアジア法）は，次のように評している。ヒ〉スー法，そ!Ltこイスラムil,.l規発泣一、カ4あ；J,







と(t t¥iなるー片山反故に tぎないi:~ , ：てi主I1J、］i1；としモjしに前向i1i'.ri~慣~＇1 があり守
現在も J 》とも大きなtnJ
こ（／）j;',f!を提起してL、るのが沖縄の法体系であるn




















維になる什 JIit／；式立教托もt首J抗iさJL c：， 上う；二ー「伝
統的な社会秩序とは異質的な内科もしっ法律を、
ーから継受し先進資本主義社会外国 一特に、
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してくる＇ 1:,•1 lりその怠 l広では 7 iJード 7ンの
J,&i外投資山法的iHIJi両.1, Jr弓際ジ I1ント・ヴ t二
ンチュ 7J1 ・'( J. 'J t・ ゲゲの］海外f'l'.1貨の法的諮問
酒』さえも、分析某軸は寸でに；現実にはそくわた







とJt・てき；＇； L でふ 7，勺「l 二fl「〉社会のy}JjiJI皇；
を l~Li;
i品f＼：を噌 k，心だめて｜可険，；，t-Jる占要ペ白＊l（，ピ提供
1・ .:, L , 従来ハ｛／J:;j＼い｝再検討ふくパ＇ il ：＋~解 11/j わうf
型fJhうf析に役｛（ 〆 JWfl：士:IH:fl七して L、，：＇.，. 'I i ノ
Ci I I ）計，1,,r l、H1：了H!'•: ・ti句、； {,.・ ., i・ "!). ｛＇ γk 
,If Ii，可：I,'・ f1;14 :1.），日I〆、
(, I 2 J ル:f'). (i] I . ，う .i'. I, ., I: ~· I fi了、 J
r ,、のf.i杭j 牛／， ' ・" J, ~:;:r1'i'J l. （§と徴 dろ／，ノペ ， 日仁川
イJ.（） スタ l) ＞；主i};てふ；〉。スターに〆辺、：J／；原町i
jよづ1、、とソヒ CL I・ 杜：：:t.n法の休i(:"c Hi' I瓦JdヘJ)Jr I. 
＇・記長 il'jをi12U／＇，し 1＇.勺：. ' ウイ〆ノノ、キー一ーあら n カjI 
lょ， 「干ノ・／ J I＇十IJ以来支配（（）＜ あ t: . 
'・ .' ! iJ：：用品（j1,:,l;,1ltJUi「［どi哀宇u：にj,cjC.: J 
山訟の存立 lそ／lt遊能子i芦之トても Fi: , 1'11:'{(), j;J 
i度的た資本七ぷ訟の継交を説Lイ干，1:.'/}.:L＇）主」 IJ＼正し t:O 
j;,：下将殿「i'U:01.義体制にLける泣lc¥.':t!J(T:/+b'iJ，ド＼
J(,¥ f＼辻、1:)』，＇i{j.ft4111 l, '.l4R J 、
ぐ；｜ 1〕 I'.：「 t宮崎、 '.,4:l～：）54ヘ一 .• 
(it4) ,ljlll 下！太郎「 •＋rvt諮問し）紅汚し主干 t i）、J（「flo'
外1"8・Jr it fち」ち 7•1 ,; , .l(i fl'ぷ午品 ！I），ぷ｝～27, :JIヘー
10 
j ，“ f ,Ii J：、「；＜L:>thf.t一流i)，と経済改小J（『i),flt Il' 
1'J』， 41をI,;, lif1W44'il JJ), 12～19・こシ。
c,・15 > n三li'H正i奇i人）！ η命守？に〆Jl、て：i, け；c＇），涜
:Ci/Jkを参照υ 似 hiiた『ソヒエ f法人門』（法作文化tL
l{Hl 40 fこ）， I l氏 ζ ン，係 fい）.；： 「計三：主災…・・J.
1:;< . , E. nawy1rnm1C, 06tl{aft mC'op1ut npaaa 
1 Nap1,cu・rn (1924). （村ft,.J，沢 Ti)，、J) ・Ml'/1治 L
p：ケス L/id, 日本日十，；f,tL 1r,干t<:J]fr);）品Lil＇）〕『ノ
ー ト a、 l'I＇論 •i.' /Jif't I ':I 1 7～1938，ドゾア ／（，.命fγ
ノL ク λ~；· ~＇ミ法ア方法誠一一一J （官波書店， IIT{it4：時二』、
L ':I，、フt!i'Iソヒユ t経済法ノ I J （「海外商合法務』，
7'l, •, I、Ii日r1:.i:i1 Ii n >. 14～］＇，／， 31 九 F ン＇0
((Iιj F.トL弘治「資本 l:式法；よ！；会 1：＿；義口； そ
｛ハfr.舵 f;L ,;(,1 I・ c!J I日！題点 J （『法 j'jt日／jJ彬』， 3':1:/i'fi 
: : , 1/H' 42 ;I5 J ), G5～70く／。
( ti7) 鈴木件（ 今「干上；，J：五i法J'i店主l: ; frら凶l!'l;J、
';,1,1ゴiJJι関係」（『び、Htll/H4U,41 yt 1 号、 HT{杭44午 l
JI ), ：，計～15ベーーンラソヒエト Hと"j：，ヵデ＇ －法学研
究！νir，，司段以』， i在（工スクり， 1957年）， 9ベ←シ‘
i付1＇人1) +' fil)l；イf': Hl fl;ほ際法；（『れぬ品序説f'(/};
12ふ n:1fl 4cドI), 22日～2fi（）－、ン。
( r I 8) t.・ .JえLf(,:~/ II 篤 tilt 「 r メコン山国際取 •JI
i荷台n,1：占と口、，，J抗触をめぐ，て一一一JCflJj外治i
・h ; ta :,s ・,:. 1：｛平1!401!5 J ), 2～7ベ』 Lυ
( ,I9) Y；店i同lI i'lrl い京｝母、 ｝！経済交流JC「'f（！，）.，そ
1むif( ,1 !tiを7iJ, ll(H14:l<i 7 JJ), :l8～,j()< :.:, 
< :I IO）「 v ., 人約Ji)'.L ；： γ）少、 （） j{,; ,;t ! （「ン＇ .，ノ、
l ,1 ,t:;,J'.J, i:1t44'1'9 Jll!>li), 5':I～9（ドー
( i l l) ji;JIり：：［対 J＂.，ノヒ ・0 ' 1) tl'i: lf：見解は，け：ぴ）
氏tl,'J［，＇.以う 1・: ,.・ .:, ,Il：出＇fl'iえがf・'Jt :t；：『ソ iEJtr主
Yfi J.J.,t,;'V』（1｛（布＇401V), (i88一、〉 υ
cn12) 1見Ji以「坂氏中Ri},io.HJ＇，.命J（『！とf：色t 523 
！ノヲ 1；（｛ね 4;31r.1 Jl), 156～凶作、一 ', 0 
( il.13) J. J. G. Syatauw, Some Nnι,ly Established 
Asian States ,md the J)epefo/J1ncnt o( Intcrnation 
al Liu’（The !Ia日ue:1¥fartinus Nihoff, 1961), p. 1, 
｝々 JI'.!it J、， 5－＇ーシ／。
(iU4J J; i，な文献は， {J（のとお旬。田畑茂： .nドrr-,:1 
r.m会ジ）；，立造変化と iN際H辻（liJ『国際法』，第 2阪，じ
た,t;r,t;, 1(4和 41"I三；， l lfi～13fiベ〆， 11f;f,;.',_ l'.ifl 
]¥;i1!独占 IJ], f℃i:fl除法.I（『れ校講FlUl/,／＼：拡 ］2J]，昭和
4011"'¥ 10':I～148 ベジ， h:h堂V,!i「国際法＂ ) :r1i-r Jfl.J
(i' ＇，＇；兆五／ I,！ギ思（にif:l J], ！？日干1!40{r), :l23～357ベーーン o
1970050013.TIF
（注15) 'r;1U)f義一『現代の資本主義』 C＼＇｝波簿附， n;
和42年）， 204・ージ。
（注1引 H. Magdoff, Thど Ageof Imperialism 
(New YorlくJMonthly Review Pr由民 1969). ( ,j、原敬
土訳『現代の帝国主義』，料波轡店，昭和守：44年〉， ,lペ
ーシ。
(il:17) k Ji：雅夫， Tl～77 ：ージ。
（注rn) R. Robinson, Int川 ・national!Jusines：す I'o-
licy (New York: Holt, Rinehart & Winston, 1964). 
（小沼敏沢『悶際経営政策J，ベりかん社，日付利144年），
136ベ－ ,; " 
（注19) 1(.1日l彦朔「？を；if:J-における劉友資本ij義j
（『経済γW,LJ,48巻 1 2 ;, iJf号， n和：ixi!2JJ),
127～150ページ。
（注20) lさ上久雄『経済計酬と構造的諸改恥一一イ
タリア ：, l,¥ ，＇，一一一』（計決出 r~，， Hi{和43年入 l ーシ。
（注2]J 糾寸｜雅夫「／ i / ／＇.におけるね外利，！＼＇！送金
時lj浪法の立とを過程一←－／，主的発出と法’一 」 f / 7経
済』， 5巻5・l}, lH和38If.5月〕， 44～45ベージむ
（注22) M. Rheinstein，“ Types of Reception," 
A舟na!es,t. S, p. 240；抗本政ru;f法の継 t交IC日；波講
座現代1プ14.l，昭;fl.140年）， 14什、ージ。
なおウェーパーは，法の継受は，法の事H、干ーの変化
にはかならないとする。 M.Weber, Wi，加，haftund 
Gesell、・dw(iI みすず書問［原典剃刻双／fJ), p. 6fi2. 
s (i主2:n J{e日己 Gend山 me,“Probl己me只 jurid,que, 
et d品velor】I〕e】日entlconomique，” Les ,1、:jwctsjuri 
diques du正ieveloρ，pementぜCο月omique,sous la rli-
rection de Andrと Tune(Paris: Librairie Dalloz, 
1966), p. 2ti' 1t藤和男「IJ目先Lノ法的側面一 弘I)日発国
の経済 1・:., iヒ」法政策， ノγ ，ダノレムの1;，泌を iド心；二
一一J（板垣与一編『南北高題の研究（l）』，アシ γ経済
研究所，昭和44年）， 63～109ページ。
（注24) Krishna Ahooja，“Development Legisla-
tion in Afri,・a，” Journal of Development〆tudies,
Vol. 2, No. :l (April 19制）.（絞井雅夫訳「 f ノリカ
の開発立法J，『月刊アブリカ.l], 7巻11,12け，昭和42
年11月， 12月〉。
（注25) A. N. Allott, ＇εLegal Development and 
Economic Crowth in Africa," Changing !"aw i坦
工沿velο，pingCou耳tries, ed. hy J. N. D. Anderson 
(1963). （絞井雅夫訳「アフリカの法の発展と経済成
長」，『月下jアブリカ』， 8巻 1,2号，昭和43年 1, 2 
月〕。
( 11:26) 桜井作J.:,190ベ－ ,; 0 
（注27) 桜井雅夫， 79～191ベーン。
(/128〕 InvestmentIncentives Act, 1968 (Act of 
Parliament No. 13 of 1968) I'－マレーシアの投資法
一一経済法シリーズ 4』（アジブ経済研究所，昭和43
fド）
心1:29〕 E口momic Expansion lncentives (Relief 
from Income Tax) Act, 1967 (No. 36 of 1967); 
『シンガポールの投資法一一経済法シリース15』（アジ
ア経済研究所，昭和45年）近刊。
〔1主30) 最近，；大江）文献ワス i語、出版された， M
B. Hooker, ed., l Source Book of" Adat, Chim.ff 
[,aw and the History of Common Law in the 
l'Yfalayan Peninsula (Singapore: Faculty of Law, 
¥ fn,v. of Sin日apore,1967）.なJ_;, 7 '/7法研兜ゾ現
状については‘（：）（ C')』論文が，貴 I五なものである。地片山
政 ＇i;「アジ 7 tl，、研究♂）現状とn:1問点J（『アジ 7:ifi斉』，
10巻6・7f}, P月前144年 6・7H ), 229～242ベージ。
(il:31〕 川正）； i'＇.立『 fJ本人の法：怠瀞』（山波3出，m
正1112年〕， 5～ 6へ ジ 。
(il:3z) D'crd loi No. 2/6:l-rlu 14-2-1963; j＇、
ナムの投資法一一一経済法シリーズ13』（アジア経済研究
所， f（｛栴145年）近干lj。
( it33) Ti111ιSept. 6, 1968：『ジ 1 りスト』， 408
', , nH翁r:43年LO))IS 1, 76～77トン。
（（問4) ヰtC 、i j, lごついて： 1, J¥:H法律部作 l＼ 
トゾムにおける訟と政治」（『法律時報』， 41巻12η，
tlH平!144年10月）， 82-115ページo
(/135〕 『i'i'trti1' l J：一一ー現状と向乃，＇，への展望』 (iJ本
i作品；自社，日召手r4:i,o,45～48ベージ η
（注36〕 「資料一一一総合労働布令」（『法律時報』， 41




日自和44年 3月15日）， 64～68べ一 Yo
ヰ主地成憲「新総合労働布令の問題点一一“布令 116号と
ηJt較を中心と Lで一一一」（Ii"ジュ 1）ストム 419け，昭
如44年 3月15l ), 60-63ベーン。「i＇縄の総合労働 {i
令と沖縄の法；1:に－ ) L、てJ(lrl守♂）;1;，；』， 680号， 1{1.f1J 
44年 6月13日）， 14-17ベージ。




l、yuIslandメ II[（＇（）九Iflrilirrnnce No. 11, of Sept. 12, 
lι＇Ki:-S. Forei日nTnve泣men!in the Ryukyu I討landぷ
（＇土38) ［ケト＇！＇（， l共I-r ζ，＿＇.U};J ( J'L b¥; i 151 >)) （『土J
1荘」（ ：；外〕可 94:; , 1968;1 (l lj 12 fl), pp. 1～ 6：な
れ‘，1:,,'ti! I 1;： 毛γJITT 『；11 ，与~！ 'J弘氏，l: i;(流 iJ、＞＂
/, l 1J （ア／什半i'ii!i'J¥'＇折、 i;{!:,15t1) ，主＇IL
I , l:l句） 九 I;J',L J、川町 TJ也i¥. h日＇j ＇ 外ldY/'tfd. H ・ 
. ' ：長1汁/JIi¥' 1•1i 、 Ii,'{ fl ,14'1 J予
( i.1(1) i：目的lmannan〔iI》日以h, l,egal .＇！～：peels of 
Forl'i日nIn, γ、tJ//ent(H円、ton: Little, Hrοwn, 1リ5'-l):
Friじrim川】n町 日nd K孔lmanoff, .lο11t lntc, nat11111af 
811、iness ~ ・,・nt 1円以 fNew York Columbia li川、
I》l一css,lりhlj、E. r. Nw付日uιu,・r;,. f,._u,rf l'ro/,/,・11方
of FοJ -,・i,u,n !1, ・川II/lentin ／）れγloJ>inピ（ 'ountn，・、
: London ;¥・lanchester Cniv. l》ress,1%7). 
(I: 41) ,・ I [ Ji'c ‘ r ／ト 1"1:L研究ジ） .,~' '/(; }i ,_ i、I( i' ,.1、
1¥'il'i f札｜、 '.l8f土111;, 11rn144;11111 l. 10 、 t 、•；， i: a 
J'. ,・ l、日三件～21'.! 、ー
日 資本 ）：.j主！ll:W料消ω変化と法
？をでどのようにi主うのであろうかわ この点に J 川、
て宮崎教段は次の汚点を指捕する （/! 3）。第］は，
古い型の海外進出は主として原料独占を企凶した
れのであ ＇｝ たが、 i没後は原料革命もあって海外if














IJ 1 現代C'J資本輸出 期的lこは手1］潤送金主義に転換寸る可能性は多分iニ
経済的強？？に上る（資本輸rl¥J, 1海外投資JIに あふれ
ノ「 Hでは lfrL 1df；の経済的従属と搾lfxI てある 第ii土、泌外股資先の企業形態が，とくに「多
とも 1~ 才1 れと－，.，， 7ラン、ソ・ 7 -, / > i 上、｜ラテン・ Il時企業弓 I Multinational心Hporalion)( I S）では原
ア lリカ化」、つ主り少数特権階級がアメリカの l二、 WJとLて現地法人であること。つまり，間接投資
ソゲビジ干スに結びつし、てその同の引会経済権力 かじ｛iJ主投資ヘグ）移行である。
を掌握し、 その体制を固定化し、そのため経済発 出 5(t‘海外投資の Jカニズムの内部に政府の
展を停滞させてL、る状態？の危険を指摘するfI l、。 機能ヵ；強力にビルトインされてし、ることである。
しかし、本項で問題にする「資本輸出！は発出 以上が資本輸出の変化であるが， こうしたなカ‘
途上国への投資ではなく、 ア／ ＇）力山ヨーロソノ J では、 l企業の規模は国境をこえる多国籍企業に
に対する投資である。もちろん，ヨ－ fl ・；；、のア なってい ＇｝ た。しかし， この 5点のような新しさ
メリカに対する投資もあり、 アd 1）力はそれを焚 は，企業の所有関係の新しさではなヤ。多国籍企
励しているのであるが（／12 ＇，ここではその事例は 業は［資本移転iでもなく，「資本の国籍離脱Jで
捨象したの主た哩発展途上回への投資ft，援助と もなレ（，I6 i。あくまで資本輸出のひとつの形態に



















しかし，－＂＜← 」 6」 O
は，
-y Jリカ 0)















よudtもlJ i主日立さ jLようと L←lごし、るのでふるLミ，




















した定義によって直談投資を明確に把えることがピエール・ユーりもとし tI 10 J, ではなくな，イこ］
こ才Lはおそらく1よできるというわけではないが，士たこのような状態でl仁’他人の帝国主義をせめ





































































-; fこ川 l!,0 
第三は，税法であるのア Jリ右のような長率の
法入院を免れるために多国籍企業は生まれたと U、
うことも 1ぜ、われるのであ♂ Fて， かれらは「課税待









第；iu . [(j：接投資規制の法的措置である n 印年
l月，ジヲンヅン；士、 対外特定資本移転に関する





も｜強行的な規制」 (mandatory t川 1troじにな－＇て
いる点が重要である，.， 17¥ 19似年 lri 2 n iこ制定
された li毎タト直接投資規制J ¥Fcreign Direct In一
＼判tmentJ,cgu¥ation，己！日：；こっL、ては TI ：；心1γ14）を見
主）によると‘ fJピリ ζ ．ア f／＼..－ランドをrt全くすべ
てのヨ一口ノパ先進国は占えも波しいスうよ＞ L －）レ



































ロ、ソパでは， ア J 1）カ流の作法主義が次第に受け




















貫徹できないことを i必め主るをえなくな J ，たりそ
の時期にド fρrは逆；二、投資法はなかー｝たけれど
も、自由主誌を完全に守ることはでさ hv、ことを
政策JJとで器保した :, 'a ブラシ叫土ころしたイ
キリス‘ ドイ、ソ，，〕副主を見ながら， 矢継ぎ平に外
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, 14,,¥ EECの拡大；土、つL、にイギ 1,ス連邦のキイ
ジエリアおよび東アフ IJカ3国にまで及んだ。す
なJt，ちナイシニ I) Tどは印刷年 7月、東ア 7 l) 
}J '.l IJ1とは Fl州年8月から連合協定が成立Lたo
r'lfi者は期限切れとな〆〉たが、 後了If；土Wi下9J＇月五去
り力｜司に調印した if'ルーシャ協定 J に引き継が
れることになぺた，， IIJコ7アルーシャ協定ji土了第




OECD ,.・Jし、わゆる［援助j ：土， 「j区済期間 if' 
をこえる資本の発展途 l.LEJへのすべての 7 ロ－」


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































（出所） Inte門iationalLegal Mate門・als,Vol. 7, 










































































































































































／コ主 I)' ［準備の市！！支をまもること一である， I刷）0 つまりに yしが国際流動性を明大すると L、うこ





































f千GE.Iはそのドルでア元！）カから金を引きtl1す。「令！ しカミし，ト！） 7 ｛ン的原則へのーー歩とみられる。
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“OECD Economic Surv竺ys; Jaj>an, 1968 
1969”は，資本主義国日本のめざましい発展ぶり
を指摘すると同時に，国際的視野に立つ日本の経
治ωあり方りつャて若干の問題を提起している。
OECDやじ 10蔵相会議の主要メンノえーとして、
日本は発言の機会を増したが， 6'.-J年末の IMF用
資決定で本年には日本も任命理事国にtrり、 され
に今回の日本銀行の BIS正式復帰によって，国際
経済における日本の地位は高まっている。 日本経
済がこのように成長し，国際的地位が向上するこ
とは， 1'.fJ際経済tこおける白木の責任と義務，ト増大
しそれに伴って 1本の経済政策がrm祭的におj約
されることを意味しているり
資本主義国として日本が， こうした国際環境の
なかでの「トランスナンョナル」な行動を袋打h
するたゲ， fこ， いわゆる「国際化iのためのJ去の丙
編成を行なっても、 それが従来の経済的強者が？？
な汀てきたのと同じよろな方法ヤ行ftわれ？，かぎ
り，けっきょくはその強者の軌跡を追うばかりで
自らの軌跡をえがくことはできない。「国際化」の
I去の創出が， じつは日本を「孤立化j 占せること
にもならのである〉次の機会には，こうした資本
主義内部の新しヤ変化と法の問題について‘ 日本
を中心として論じてみたい。そのことが，本稿の
I , Iの論点をいっそう明らかにするからである。
本稿は， 当研究所昭和44年度調査委員会［海外
民間投資に関する当面の諸問題Jの一成果である。
（図書資料部投資資料調査室）
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